
施設更新・耐震化診断調査の進め方 
 
  平成 30 年度以降に実施する施設整備の基本計画となる「施設更新・耐震化計画」の策定にあたり、平成 25 年度から平成 26

年度にかけて施設の老朽化と耐震強度の状況を把握した上で、施設更新・耐震対策の対象の抽出や更新の優先順位、工法等を

検討し、これに必要な費用を算定するため、以下の調査を実施する。 
 
 
  
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
１ 更新計画・耐震化計画の対象施設の検討 
 
   

 
   
２ 更新・耐震診断の実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 診断結果の集約と事業費の算定 

○土木構造物老朽化・耐震診断調査（別紙２） 

・沈殿池、配水池等主要 8 施設を抽出し詳細診断を実施する。 

・詳細診断では、老朽化、耐震強度の確認、補強・劣化対策等を検討する。 

○水管橋老朽化・耐震診断調査 

・老朽化・耐震診断調査が必要とされた 70 橋について、平成 25 年度までに、

老朽化調査 44 橋、耐震診断調査 51 橋が完了する予定である。これらの結果

を基に水管橋全体の更新・耐震化方針、事業量をまとめる。 

○設備更新診断調査 

・機械・電気の全施設を対象とする。 
・劣化・機能評価等の検証、更新の優先順位を設定する。 

○施設更新・耐震化計画策定調査（別紙３） 

・ダクタイル鋳鉄管について、既存の液状化マップ等を活用しながら地盤の特性

を把握し必要に応じ布設替え等を検討する。 

・土木構造物施設の簡易診断の実施 

・これまで実施した各施設の診断調査結果の集約 
・概算事業費の算定 
・土木構造物、水管橋、管路の更新・耐震補強工事及び機械・電気設備の更新工

事の優先順位の設定 
・期間別の実施事業量とこれに要する事業費のシミュレーションの実施 
 

○施設更新・耐震化計画（素案）策定 

○受水企業への説明・意見交換会 

平
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25
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度 

更新計画・耐震化計画の対象施設の 
選定 

更新診断・耐震診断 

更新・耐震化が 
必要か？ 

財政面の検討 
（更新需要の見通しの検討） 

事業計画の策定 

国の「更新・耐震・アセット 

マネジメント指針」によるフロー 

 

千葉県工業用水道施設の取組みフロー 

説明会等にて情報共有 

ユーザー企業・ 
事業者事業実

施可能性 
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○施設更新・耐震化事業費と資金の検討 

○施設更新・耐震化計画（案）策定 

別紙１ 

○工業用水道施設   
・土木構造物、水管橋、ダム、管路、トンネル、機械・電気設備、建築物 

事業計画の再検討 

 


